


者でないこと。 

   ⑥ 平成１５年度以降に、元請として設計完了した、屋外排水管敷設又は更生に係る

実施設計の実績を有すること。 

   ⑦  誓約書の提出が可能であること。   

  

（２）技術提案書の提出を求める者を選定するための基準 

   ① 担当予定技術者の能力 

     資格、同種又は類似業務の実績 

   ② 技術提案書の提出者の能力 

     主要業務、同種又は類似業務の実績 

 

 （３）技術提案書を特定するための評価基準 

   ① 担当予定技術者の能力 

     資格、同種又は類似業務の実績 

   ② 技術提案書の提出者の能力 

     主要業務、同種又は類似業務の実績 

③ 業務の実施方針 

     業務内容の理解度、実施方針の妥当性、実施手法の妥当性、工程計画の妥当性 

   ④ 課題についての提案 

     ・施工中の安全性を考慮した工法の提案 

     ・構内排水設備を使用しながらの施工を考慮した設計計画の提案 

     ・建設コストを考慮した工期短縮となる施工について 

 

 

３ 手続等 

 （１）担当部局 

〒292-0041  千葉県木更津市清見台東２－１１－１ 

    木更津工業高等専門学校総務課施設係 

    電話 0438-30-4029 

 

 （２）説明書の交付期間及び場所 

    平成３０年４月９日（月）から平成３０年５月１８日（金）までの土日祝日を除く

毎日の８時３０分から１７時００分まで。  

上記（１）に同じ。 

 

 （３）参加表明書の提出期限、場所及び方法 

    平成３０年４月２３日（月）までの土日祝日を除く毎日の８時３０分から１７時０



０分まで（ただし、最終日の４月２３日（月）は、１５時００分まで。）。 

上記（１）に同じ。 

    持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必着。）する

こと。 

     

 （４）技術提案書の提出期限、場所及び方法 

    平成３０年５月２１日（月）までの土日祝日を除く毎日の８時３０分から１７時０

０分まで（ただし、最終日の５月２１日（月）は、１５時００分まで。）。 

    上記（１）に同じ。 

    持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必着。）する

こと。 

 

４ その他 

 （１）手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

 （２）契約保証金  納付。ただし、有価証券等の提供又は銀行、契約担当役が確実と認 

める金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えること 

ができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約 

の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

 （３）虚偽の内容が記載されている参加表明書又は技術提案書は無効とする。 

 （４）手続における交渉の有無  無 

 （５）契約書作成の要否  要 

 （６）当該業務に直接関連する他の業務の契約を当該業務の契約の相手方と随意契約によ

り締結する予定の有無  無 

 （７）関連情報を入手するための照会窓口  記３（１）に同じ 

 （８）記２（１）①に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も記３（３）によ

り参加表明書を提出することができるが、記３（４）の提出期限日において、当該

資格を満たしていなければならない。 

 （９）独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本

方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を

有する法人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の

取引等の状況について情報を公開するなどの取組を進めるとされている。 

 これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームペー

ジで公表するので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、契約

の締結を行うこと。 

 なお、契約の締結をもって同意されたものとする。 

１）公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 



① 当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること

又は課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、 

顧問等として再就職していること 

② 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占め

ていること 

２）公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、

契約締結日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表する。 

① 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、

職名及び当機構における最終職名 

② 当機構との間の取引高 

③ 総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区

分のいずれかに該当する旨 

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

④ 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

３）当機構に提供する情報 

① 契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職

名及び当機構における最終職名等） 

② 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引

高 

４）公表日 

契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（４月に締結した契約 

については原則として９３日以内） 

（１０）詳細は説明書による。 

 

 

     

 

 

 


